
別紙２ リスク分担表 

 
 
  

市 事業者
計画変更 事業計画の変更及び公募要領等の誤りに関するもの ○

事業の実施に必要な資⾦調達に関するもの ○
事業者の事由により予定していた交付⾦額が交付されないもの⼜は交
付⾦の交付が遅延し、事業の解除・遅延が発⽣するもの

○

その他の事由により予定していた交付⾦額が交付されないもの⼜は交
付⾦の交付が遅延し、事業の解除・遅延が発⽣するもの

○

市の事由により、事業者と契約を結べない、⼜は契約⼿続きに時間を
要する場合

○

事業者の事由により、市と契約を結べない、⼜は契約⼿続きに時間を
要する場合

○

政策変更 市に関わる政策の変更（本事業に直接影響を及ぼすもの） ○
事業に直接影響を及ぼす法令等の新設・変更 ○
上記外の法令等の新設・変更 ○
市が取得すべき許認可の遅延に関するもの ○
事業者が取得すべき許認可の遅延に関するもの ○
本施設の調査・⼯事・維持管理・運営による騒⾳・振動・地盤沈下等 ○
市の事由により第三者に⽣じた損害 ○
事業者が善良な管理者としての注意義務を怠ったことによる損害 ○
事業者が善良な管理者としての注意義務を怠っていないにも関わらず
⽣じた騒⾳・振動・地盤沈下等

○

事業内容等、事業そのものに関する住⺠の反対、苦情 ○
事業者が⾏う調査・設計・⼯事・維持管理・運営に関し、事業者が善
良な管理者としての注意義務を怠ったことによる住⺠反対、苦情

○

市の業務に起因する環境の破壊 ○
事業者の業務に起因する環境の破壊 ○

ユーティリティの
供給

本施設で使⽤する⽔（量・質）の確保 ○

市による債務不履⾏ ○
事業者による債務不履⾏ ○
市に起因するもの ○
事業者の財務に起因するもの ○

⼟地の瑕疵 ⼟壌・地下⽔汚染等、⼟地の瑕疵に関するもの ○
物価変動 物価変動に係る費⽤の増⼤ ○

建設期間中の⾦利変動に係る費⽤の増⼤ ○
維持管理・運営期間中の⾦利変動に係る費⽤の増⼤ ○

不可抗⼒ 天災・暴動等⾃然的⼜は⼈為的な事象のうち、通常の予⾒可能な範囲
を超えるもの

○

住⺠対応

周辺環境の保全

債務不履⾏

事業破綻

⾦利変動

段階 リスクの種類 リスクの内容
分担

共通

資⾦調達

契約締結

法令等変更（税制
変更を含む）

許認可取得

第三者賠償



 

市 事業者
市が実施した測量・調査に関するもの ○
事業者が実施した測量・調査に関するもの ○
市の指⽰の不備・変更によるもの ○
事業者の判断の不備によるもの ○
市の指⽰の不備・変更によるもの ○
事業者の判断の不備によるもの ○

⽤地取得 当該事業⽤地の確保に関するもの ○
市に起因する⼯事遅延によるもの ○
事業者に起因する⼯事遅延によるもの ○
市の指⽰による⼯事費の増⼤ ○
上記以外（ただし、不可抗⼒による場合は除く）の⼯事費増⼤ ○

施⼯監理（⼯事に
よる⼀般的損害）

施⼯管理に関するもの、⼯事⽬的物、材料、他関連⼯事に関して⽣じ
た損害

○

要求⽔準の未達 要求⽔準の未達（施⼯不良を含む） ○
施設損傷 ⼯事⽬的物や材料他、関連⼯事に関して⽣じた損害 ○
⽀払遅延・不能 市の⽀払い遅延・不能に関するもの ○
ごみ量変動 計画した廃棄物量が確保できない ○
ごみ質変動 計画した廃棄物質が確保できない ○

本施設へのごみの搬⼊管理において、事業者が善良な管理者としての
注意義務を怠ったことによる損害

○

上記以外 ○
市の指⽰による運営費の増⼤ ○
上記以外（ただし、不可抗⼒による場合は除く）の要因による運営費
の増⼤（物価変動によるものは除く）

○

要求⽔準の未達 要求⽔準の未達（施⼯不良を含む） ○
計画ごみ量、計画ごみ質を逸脱した処理対象物を処理したことによる
蒸気量の変動

○

システムの不備（設計・運転管理等）に起因する蒸気量の変動 ○
計画ごみ量、計画ごみ質を逸脱した処理対象物を処理したことによる
灰量の増加

○

事業者の事由による灰量の増加 ○
計画ごみ質を逸脱した処理対象物を処理したことによる灰の最終処分
基準の未達

○

事業者の事由による灰の最終処分基準の未達 ○

分担

設計段階

施⼯段階

設計変更（⼟⽊⼯
事）
設計変更（建築・
プラント⼯事）

測量・調査

運営段階

灰の質の変動

灰の量の変動

搬⼊管理

運営費上昇

発電電⼒量の変動

完⼯

建設費超過

段階 リスクの種類 リスクの内容


